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【再評価】

新型コロナウィルス対策に伴う工事等の一時中断による
コスト、工期への影響は考慮していない
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１．事業の概要

■ 和歌山下津港海岸は、今後30年以内に70～80%程度の確率で南海トラフで発生する
地震に伴う津波の襲来が予測されており、当海岸の背後地域には、行政・防災中枢機
能や主要交通施設に加えて、世界的シェアを誇る高付加価値製品の製造企業群が集積
しているため、津波来襲時には極めて甚大な被害の発生が危惧されている。

このため、護岸及び防波堤の補強・嵩上げと津波防波堤の設置を組み合わせた施設
整備を実施し、津波浸水被害の軽減を図る。

和歌山市

海南市

御坊市

田辺市

新宮市

有田市

和歌山下津港

事業箇所

東海・東南海・南海3連動地震の津波シミュレーション結果（近畿地方整備局）

海南市消防本部

1～2m未満

1～2m未満

ＪＲ海南駅前

・津波による海南市の建物全壊数は約5,100棟で和歌山県下最大 ※1)

・海南地区の被害想定額は約4,400億円 ※2)

【東海・東南海･南海地震３連動津波による被害】

※1)「平成26年和歌山県の地震被害想定」より
※2）東海・東南海・南海3連動地震の津波シミュレーション結果を用いて算定

１）整備目的

海南医療センター

2～3m未満
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平成29年度事業評価監視委員会より大きな変更無し

JR海南駅
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海南医療センター

海南消防本部



ことのうら ちく

琴の浦地区 くろえ ふのお ちく

黒江・船尾地区

しみず ちく

冷水地区

ひかた ちく

日方地区

うつみ ちく

内海地区

１．事業の概要

２）整備概要
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事業区分 施設名 数 量 事業期間 事業費 進捗率

直轄 護岸（改良） 6,175m

平成21年度
～令和10年度

549億円 55%直轄 津波防波堤 554m

直轄 水門 6基

護岸(改良)

津波防波堤

水門

■ 事業の見直し
・事業費の増加

全体事業費 450億円 → 549億円

・事業期間の延伸
事業完了 令和5年度 → 令和10年度



２．事業の進捗の見込みの視点

■本事業のうち、沖側の防護ラインについては完成。

■現在、市街地に近い港奥部において、整備を促進しており、令和10年度の完成に向け、沖側防護ライン側へ整備
範囲を拡大し、事業進捗を図る。
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船尾側護岸 完成

改良後改良前

船尾側津波防波堤 完成

冷水側津波防波堤 完成

琴ノ浦水門 完成

平成31年4月1日より運用開始

日方護岸 整備中築地護岸整備中

内海護岸

整備中内海水門

整備中

日方水門 整備中

藤白護岸 整備中

完成

整備中

未着手

←沖側防護ライン

船尾南護岸 整備中



２．事業の進捗の見込みの視点

現時点の整備効果
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海南消防本部

琴の浦ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

船尾交番

3.1m

1.7m

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

整備前 R4年度末

海南駅

海南医療センター

(m)

1.3m

0.4m

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

整備前 R4年度末(m)

2.2m

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

整備前 R4年度末(m)

1.5m

0.8m

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

整備前 R4年度末(m)

2.6m
1.9m

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

整備前 R4年度末(m)

浸水
なし

浸水深：1.4m軽減

浸水深：0.9m軽減

浸水深：0.7m軽減

浸水深：0.7m軽減

浸水深：2.2m軽減

事業区分 施設名 数 量 進捗率（事業費ベース）

直轄 護岸（改良） 6,175m 36%

直轄 津波防波堤 554m 86%

直轄 水門 6基 78%

浸水想定図
※浸水想定図は東海・東南海・南海３連動地震に対する本事業の整備前を示す

4242

到達時間：61分⇒112分【51分遅延】
到達時間：63分⇒浸水なし

到達時間：60分⇒107分【47分遅延】

到達時間：106分⇒108分【2分遅延】

到達時間：60分⇒60分【変化なし】



１）南海トラフで発生する地震による被害

３．事業の必要性等に関する視点

■南海トラフではこれまで約100年から200年の間隔で繰り返し地震が発生しており、今後30年以内に70～80%程度
の確率で南海トラフで地震が発生すると予測されている。

■直近では1946年（昭和21年）の昭和南海地震において、和歌山県に甚大な被害が発生した。

昭和南海地震の被害状況（写真はいずれも海南市）

発生年 地震名 和歌山県の被害

1605年
(慶長9年)

慶長地震 被害不明

1707年
(宝永4年)

宝永地震 死者６８８人、全壊約２６００棟

1854年
(安政元年)

安政東海・南
海地震

死者７５９人、全壊約１万棟

1944年
(昭和19年)

昭和東南海地
震

死者５１人、全壊約２８０棟

1946年
(昭和21年)

昭和南海地震 死者２６９人、全壊約１３００棟

出典：南海道地震から５０年（平成８年：和歌山県）- 5 -

平成29年度事業評価監視委員会より大きな変更無し

102年

1605年

1707年

1854年

1944年

1946年

2022年

空白域
168年

（慶長地震）

（宝永地震）

（安政東海･南海地震）

（昭和東南海地震）

（昭和南海地震）

147年

90年2年

32時間

M8.6 死者5,049人

M8.4 死者2,658人

M7.9

M8.0 死者1,330人 M7.9
死者1,251人

出典：内閣府ＨＰをもとに近畿地方整備局作成



２）海南地区の状況

３．事業の必要性等に関する視点

■海南地区には、行政・防災関係機関や主要交通施設、世界的なシェアを誇る産業が集積している。
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●和歌山ノーキョー食品工業(株)

○和歌山県特産品である、みかん等の果樹類を産
地加工で果汁飲料に加工

○果樹農家の不安定操業を克服し、地域における
第一次産業の経営安定にも大きく貢献

○清涼飲料水やチューハイの受託加工

○飲料生産や本部機能がストップすると、受託先
であるブランドメーカーの飲料需給にも影響

●日本製鉄(株) 関西製鉄所和歌山地区(海南)

○海南工場ではハイエンドのシームレスパ
イプ（小径管）を加工 世界で85％の
シェアを誇り、主力製品かつ重要な製造
拠点としての地位を確立

○ハイエンドな油井管のニーズは、ますま
す高まっており、世界トップレベルの技
術力は、油井管における国際規格策定に
大きく貢献

○主要な生産品である高機能性ポリマー用のジアミン
は世界トップクラスのシェア

○世界中の携帯電話、電子機器を支えており、同工場
への被災リスクは世界的な情報通信技術に影響

○近年、相次いで電子材料用商材、硬化剤製造用プラ
ントが竣工

○今後、環境対応として産業資材用途への展開も期待

●セイカ(株)

●ENEOS和歌山石油精製(株)海南工場

○潤滑油の総合メーカーとして、ENEOSブランドの製
品を国内及びアジア向けに供給

○他の製造拠点では生産していない特色ある製品を
数多く生産

○バイオマス燃料の原料の輸入基地となっており、
石油業界における環境負荷低減の一翼を担う

○当事業所でのみ生産している製品も数多くあるた
め、生産・出荷が停止すると潤滑油を使用する
様々な業界に影響

海南警察署

42

海南市消防本部

事業箇所

○現在、発電設備等の除去工事を実施中

○関西電力（株）海南発電所跡地に竹島鉄工建設㈱が立地予定
○令和７年４月に操業開始予定

●竹島鉄工建設（株）※令和3年3月に立地協定書調印

【海南市】
人口 ： 49,508人
世帯数 ： 22,159世帯
事業所数 ： 2,921事業所
従業員数 ： 20,217人
企業の製造品出荷額 ： 2,420億円

（和歌山県全体の約9％）

出典：令和3年度住民基本台帳、令和元年経済センサス
平成28年経済センサス、2020年工業統計調査
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３）事業を巡る社会経済情勢等の変化

３．事業の必要性等に関する視点

■本事業に関わる周辺環境変化について確認した結果、背後地域（海南市）の人口・世帯数及び事業所数・従業員
数に大きな変化はない。
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出典：海南市住民基本台帳

背後地域(海南市)の人口・世帯数

背後地域(海南市)の事業所数・従業員数

出典：経済センサス（※R3年の事業所数・従業員数は速報値）

製造業

全産業



＜凡例＞

護岸

水門

日方護岸 内海水門

藤白護岸
（第1工区）

日方水門

３．事業の必要性等に関する視点

■当初想定より液状化する地層が厚かったことに伴う護岸・水門の構造変更や、背後住民等からの要請に対応した
工法変更が発生。

③背後住民等からの要請対応 ２６億円
背後住民・企業から騒音・振動対策の要請があったため、
築地護岸及び内海護岸において工法変更が発生。

②水門構造の見直し ３９億円
土質調査の結果、液状化層が当初想定に比べ、厚いことが
判明し、耐震性の確保が困難となり、日方水門、内海水門
及び鳥居水門の構造変更が発生。

①護岸構造の見直し ３４億円
土質調査の結果、液状化層が当初想定に比べ、厚い
ことが判明し、日方護岸等の構造変更が発生。

- 8 -

３－１）事業費の見直し

内海護岸

築地護岸

鳥居水門

※当該金額には、工事に必要な資材の価格等の上昇分を含む



３．事業の必要性等に関する視点
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３－１）事業費の見直し ①護岸構造の見直し

■土質調査の結果、当初想定していた地盤に比べ、非液状化層（Ac層）が薄く液状化層（Ag層・Dg層）が厚く構成
されており、地震時の変状が大きくなることが判明した。

■重力式の護岸が困難となり、鋼管矢板式の護岸構造に見直したため、費用が増加した。

砂礫（Dg）

洪

積
層

粘性土(Dc)

砂礫（Dg）

沖

積

層

砂質土

埋立土

粘性土(Ac)

-10m

-20m

-30m

0m

TP

当初想定土質 見直し断面見直し土質 当初想定断面

粘性土(Ac)

砂礫（Ag）

粘性土(Ac)

砂礫（Ag）

粘性土(Dc)

粘性土(Dc)

砂礫（Dg）

砂礫（Dg）

砂質土

埋立土

沖

積
層

洪
積

層

-10m

-20m

-30m

0m

TP

想定よりAc
層が薄い

想定よりAg,Dg層が厚く、地盤
の変形大



B0

L.W.L.+0.10

H.W.L.+1.90

H.H.W.L.+3.60

+15.25

+14.30

+10.80

-1.30 -1.30

SP-10H止水矢板
鋼矢板 L=5.0m

-3.30

SP-10H止水矢板

鋼矢板 L=5.0m

+4.00
+4.34

-1.00
-1.30

-2.80

+12.20

止水矢板

鋼矢板Ⅱ型 L=5.00m

捨石

-8.20

捨石(10～200㎏/個)

1:
1.
5

-8.20

1:3.
0

1:3.0

-4.30

水砕

-4.80

-1.30

-6.0

(200～400kg/個)

被覆石

捨石(10～200㎏/個)

スラグ

３．事業の必要性等に関する視点

３－１）事業費の見直し ②水門構造の見直し

■当初計画では、既設の高潮水門にカーテンウォールを設置し、津波に対応させる予定であった。しかし、詳細検
討の結果、液状化層の地盤改良や躯体の耐震改良が必要となり、既設水門を活用することに比べ、新設水門とし
た方が有利であることが判明した。

■既設水門の前側に新たに水門を整備するよう計画を見直した事により、費用が増加した。

当初計画

見直し計画

追加：液状化層の地盤改良

既設水門の前側に新たに設置

追加：躯体の耐震改良
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扉体（既設）

カーテンウォール
（新設）

高潮

津波

内海水門（既設） 当初：カーテンウォールの設置

内海水門（既設）内海水門（新設）

内海水門（既設）

内海水門
（既設）

内海水門（新設）
：防護ライン(当初)
：防護ライン(見直し)



内海護岸

商業施設

葬儀場
0m 50m

飲食店

ホテル

住宅地

企業

企業

環境センター

遊戯施設

３．事業の必要性等に関する視点

３－１）事業費の見直し ③背後住民等からの要請対応

■築地護岸や内海護岸は、背後に企業やホテルなどが近接している。杭打設時の騒音や振動等の対策として、静穏
な施工が可能である回転圧入工法での鋼管矢板打設が必要となり、事業費が増加した。

- 11 -

当初予定していた工法
（バイブロハンマ工法）

採用した工法
（回転圧入工法）

背後企業に近接

施工区域

振動で杭を打撃

杭を回転させなが
ら押し込むため、騒

音振動を抑制



３．事業の必要性等に関する視点
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■船尾南護岸（第3工区）で、狭隘な港奥部で海上施工による基礎杭の打設工事が必要となった。

■狭隘な海域で貨物船を航行させながらの施工となることから、当初予定していた、藤白護岸（第2工区）と船尾南
護岸（第3工区）の同時施工を、個別に施工する計画に変更。

→ 事業完了時期が令和10年度まで延伸

R1d R2d R3d R4d R5d R6d R7d R8d R9d R10dR1d R2d R3d R4d R5d

船尾南護岸
（第3工区）

藤白護岸
（第2工区）

船尾南護岸
（第3工区）

藤白護岸
（第2工区）

船尾３工区 施工状況

３－２）事業期間の見直し

狭隘なため海域利用が制限

作業船



４）事業の整備効果

３．事業の必要性等に関する視点

■本事業は、南海トラフで発生する地震「東海・東南海・南海３連動地震」による津波（比較的発生頻度の高い津
波）に対して、背後地の浸水被害を防止。

「東海・東南海・南海３連動地震」に対する防護効果

- 13 -

平成29年度事業評価監視委員会より大きな変更無し

【浸水面積】 411ha

事業実施前

海南医療センター JR海南駅

海南消防本部

【浸水面積】 7ha

事業実施後

海南医療センター
JR海南駅

海南消防本部

4242
4242



３．事業の必要性等に関する視点

■便益（Ｂ）： 海岸事業の費用便益分析指針に基づき、「浸水防護便益」を算出。
■費用（Ｃ）： 整備に係る建設費及び維持管理費を算出。

- 14 -

注）・便益・費用については、現在価値化した値である。
・便益・費用の合計値については、表示桁数の関係で計算値と一致しない場合がある。
・残事業については、基準年の翌年度以降の残事業費及び翌年度以降の供用により発生する便益で算出している

・基準年 ：令和4年度
・評価期間 ：供用開始後50年間
・社会的割引率：4.0％
・地震発生確率：南海トラフ（「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル」平成29年3月改訂）

【算出条件等】

費用対効果分析結果（現在価値化後）

内 容 事業全体 残事業

総便益（B） 浸水防護便益 1,861億円 1,333億円

総費用（C） 総事業費＋維持管理費 597億円 185億円

費用便益比（B／C） 3.1 7.2



３．事業の必要性等に関する視点

■南海トラフ巨大地震による津波（最大クラスの津波）について、越流するものの、海岸保全施設は粘り強く耐
え、減災効果を発揮。

南海トラフ巨大地震に対する減災効果

- 15 -

平成29年度事業評価監視委員会より大きな変更無し

【浸水面積】 444ha

事業実施前

海南医療センター
JR海南駅

海南消防本部

42

浸水深の変化 第一波到達時間の遅延効果
・海南消防本部 （56.0min → 浸水なし）
・海南医療センター （55.7min → 浸水なし）
・海南駅 （59.7min → 浸水なし）

・海南消防本部 （279cm → 0cm）
・海南医療センター （369cm → 0cm）
・海南駅 （291cm → 0cm）

【浸水面積】 256ha

事業実施後

海南医療センター
JR海南駅

海南消防本部

42



４．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
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コスト縮減への対応

■船尾南護岸や内海護岸において、従来の護岸構造の考え方を見直し、捨石を併用した新たな構造を用いることで
護岸整備のコストを縮減。

従来の護岸構造 新たな護岸構造

鋼管矢板Φ900×15t L=21.2m

鋼管矢板Φ800×14t L=14.7m

-11.2

-17.7

自立鋼管矢板式構造 自立鋼管矢板式構造＋捨石マウンド補強

■ 鋼管矢板の前面に捨石マウンドで補強

■ 捨石マウンドによる受動抵抗力により、鋼管矢板の長
さを規格を低減しコストを縮減

■鋼管矢板の打設に際し、撤去が必要な石材について捨石マウンドに有効活用する他、裏埋材や被覆石に建設副産
物である鉄鋼スラグを原料としたリサイクル資材を使用することで、コストや環境負荷を軽減。

被覆石に鉄鋼スラグを原
料とする人工石材を使用

裏埋土に水砕ス
ラグを使用

撤去材を有
効活用

基礎捨石流用 人工石材



５．関係自治体の意見
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令和４年１０月２５日付 県総第１００４０００４号
近畿地方整備局事業評価監視委員会に諮る対応方針（原案）の作成に係る意見照会について（回答）

和歌山下津港海岸海南地区は、背後地域に行政機関や住宅・商業施設が密集してお
り、津波浸水対策事業は、緊急性が高く重要な事業であることから対応方針（原
案）のとおり事業継続が妥当と考えます。

なお、事業実施にあたっては、地元住民や周辺企業と十分に調整を行い、理解を得
るとともに、より一層のコスト縮減を図り、早期の完成をお願いします。

【和歌山県知事】

令和４年１０月２０日付 海総危第２８１－１号
近畿地方整備局事業評価監視委員会に諮る対応方針（原案）の作成に係る意見照会について

発生が予想されている南海トラフ地震に伴う津波の襲来により、臨海部の大部分が
浸水することから、早期に事業を完成するようお願いします。

【海南市長】



６．対応方針（原案）
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１．事業の必要性等に関する視点

本プロジェクトの実施により、東海・東南海・南海３連動地震による津波（比較的発生頻度の高い津波）
に対して、背後地の浸水を防護。
本プロジェクトの実施により、南海トラフ巨大地震による津波（最大クラスの津波）について、背後地の
浸水を軽減。
護岸、水門構造の見直し及び、背後住民等からの要請対応により事業費及び事業期間が前回評価か
ら変更となるほか、社会経済の状況変化はあるものの、本プロジェクトが必要な状況は変化していな
い。

費用便益比（Ｂ／Ｃ）は、全体事業で3.1、残事業で7.2である。

沖側防護ラインの整備は完了し、港奥部で整備を促進しており、55％まで整備が進捗している。
沖側防護ライン側へ整備範囲を拡大し、令和10年度完成に向け着実な事業進捗を図る。

２．事業進捗の見込みの視点

和歌山下津港海岸 直轄海岸保全施設整備事業は、「事業の必要性等に関する視
点」及び「事業進捗の見込みの視点」から、継続が妥当と判断できる。

よって、引き続き事業を推進することが適切である。

事 業 継 続












































